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名古屋山岳会規約  

 

[ 名称及び所在地 ] 

第1条 本会は名古屋山岳会と称し、原則として事務所を名古屋市内に置く。 

 

[ 目 的 ] 

第2条 本会は会員相互の親睦と協力をもって、健全なスポーツ登山の実践並びに登

山に関する技術的、組織的発展を目的とする。 

 

[ 事 業 ] 

第 3 条 本会は前条の目的を達成するため、必要に応じて次の事業を行う。 

    １、個別山行及び合宿 

    ２、会報その他関係出版物の発行 

    ３、図書、装備等の保管及び貸出し 

    ４、関係団体に対する協力並びに交歓 

    ５、その他本会の目的達成のために必要な事業 

 

[ 会 員 ] 

第 4 条 会員は本会の目的に賛同する者で構成し、会員名簿に登録された者をいう。 

第 5 条 新入会員は準会員と称し、所定の訓練期間を経て正会員となる。 

    ２）多年在籍し、本人の申し出により運営委員会が認めた会員を OB 会員と

することが出来る。 

    ３）遠隔地の会員は運営委員会の承認を得て、遠隔地会員となる。 

４）会員の権利、義務は原則として平等である。 

第 6 条 会員は入会によって、その資格を得、死亡、退会または除名によって、その

資格を失う。 

第 7 条 休会及び退会は、その届出をなし、運営委員会及び会長の承認を得ることを

要する。 

    休会期間は原則として３年以内とし、事務連絡費を収める。 

 

[ 除 名 ] 

第 8 条 本会の趣旨に反し、名誉を傷つけ、多大の損害又は長期の会費未納入の場合

は、総会の決議で除名することがある。 
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[ 役 員 ] 

第 9 条 本会は会務の遂行上、次の役員を置く。 

    １、会長    １名 

    ２、現役代表  １名 

    ３、運営委員会 若干名 

    ４、OB 世話役 若干名 

５、総会において必要と認めた場合は、上記以外の役員を置くことが出来る。 

第 10 条 会長は総会で推挙する。 

    ２）運営委員は総会で選出する。 

    ３）現役代表は運営委員が推薦し、総会の承認を得る。 

４）OB 世話役は OB 会員から推薦し、総会の承認を得る。 

第 11 条 会長は本会を代表し、会務を総理する。 

    ２）現役代表は運営委員会を取りまとめ、会務全般を統括する。 

     ３）運営委員は事業及び会務全般について協議、執行にあたる。 

     ４）ＯＢ世話役はＯＢ会員を代表して、現役代表の諮問にあたる。 

第 12 条 役員の任期は一ヶ年とする。但し再任を妨げない。 

     役員に欠員を生じた場合、総会または集会において直ちに補充することが    

出来る。 

 

[ 会 議 ] 

第 13 条 本会の運営は協議を基本とし、決議は出席者の過半数の賛成をもって成立す

る。 

第 14 条 総会は毎年一回開き、次の事項を審議する。 

     １、前年度の事業報告並びに会計報告 

     ２、会員の移動 

     ３、規約の改正 

     ４、役員の改選 

     ５、新年度の事業計画、並びに予算 

     ６、その他の重要事項 

２） 会長または運営委員会で必要と認めた場合は臨時総会を開くことが出来る。 

３）集会は毎週１回開催し、第 3 条に関する事項等並びに運営委員会より提出    

された事項等を協議する。 

４）運営委員会は運営委員により、総会、集会から委嘱された事項及び会長の 

諮問事項等の審議、執行にあたる。 
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[ 会 計 ] 

第 15 条 本会の会計は資産、入会金、会費、寄付金、その他の収入を以って充てる。 

第 16 条 入会金、会費は細則に定める。 

第 17 条 会計年度は毎年３月１日に始まり翌年２月末日に終わる。 

第 18 条 会員の責任に帰すべき行為によって本会資産の紛失、損壊損耗の有った場  

合は、損害金額の一部または全部を請求することがある。 

 

[ 遭難対策 ] 

第 19 条 本会は山行中の事故及び遭難が発生した場合、必要に応じて救援活動を行 

う。費用は原則として事故当事者の負担となる。 

第 20 条 関係団体から遭難救援依頼があり、本会が引き受けた場合もこれに準ずる。 

第 21 条 会員は山岳遭難保険に加入し、必要に応じ生命保険または傷害保険に加入 

し、万一の事故発生による費用弁済の能力及び手段を登録する事を要す 

る。 

第 22 条 会員は細則に定める山岳捜索保険に加入しなければならない。 

 

[ 細 則 ] 

第 23 条 本規約を運営するために必要な細則は運営委員会においてこれを定める。 

[ 附 則 ] 

第 24 条 本規約は 1944 年 2 月 1 日 制定 ＊1 

1966 年 4 月 1 日 施行 

            2017 年 4 月 1 日 一部改定、 

 

名古屋山岳会細則  

本規約を運営するために必要な細則は運営委員会においてこれを定める。 

２）事務所は、名古屋市※区※※三丁目※※－※※ ○○○○方に置く。 

３）会員は次に定める会費を納入する。 

     １、現役会員 年額（前納の場合）15,000 円、月額は 1,500 円 

     ２、遠隔会員 年額 7,000 円 

     ３、ＯＢ会員 年額 6,000 円。新年度内に７７歳（喜寿）を迎えるＯＢ 

会員の会費は、それ以降免除する。 

４、休会中会員 事務連絡費として年額 2,000 円 

４）入会に際し、入会金 3,000 円・装備協力金 1,000 円を納入する。 

５）会員は、日本山岳協会山岳共済会「山岳遭難・捜索保険」に加入する。 

    

 


